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1．はじめに
近年，多くの企業において顧客との継続的な関係の
維持を重視しようとする傾向が強まっておりいわゆる
「囲い込み」は重要なマーケティング戦略となってい
る。一方で，あるブランドに囲い込まれた顧客を他の
ブランドにどのようにスイッチさせるか，というブラ
ンド・スイッチの観点からの研究は比較的少ない。と
りわけ，どのような要素やプロモーションがブラン
ド・スイッチに有効であるかは検証が不十分である。
本研究はその中でもスイッチング・コストに着目し，
スイッチング・コストを「0円」とした場合の効果を
中心に検討を行う。特にブランド・スイッチを促すプ
ロモーションにおいて「0円」が1つの場合と2つの場
合に着目することとして，携帯電話を対象とした架空
のプロモーションを比較することで検証を行った。
2．先行研究
ここではスイッチング・コストと関連が深いロイヤ
ルティに関する研究1）を始めに説明した上でブラン
ド・スイッチとスイッチング・コストに関連がある研
究を中心にレビューする2）。そして0円の効果に関す
る研究についても説明する。
2.1　ロイヤルティとスイッチング・コスト
スイッチング・コストとは「ある供給業者の製品か
ら別の業者の製品に変えるとき，買い手に一時的に発
生するコスト」（Porter, 1980）などと定義される。
マーケティングにおけるスイッチング・コスト研究の
主なフィールドはリレーションシップ・マーケティン
グ研究であり，先行研究においてスイッチング・コス
トはロイヤルティ構築の一要因として注目されること
が多く，「ロイヤルティモデル」と呼ばれる（酒井，
2010）顧客のロイヤルティ態度に対するスイッチン
グ・コスト，顧客満足の影響の検証が2000年代の
Jones et al.（2000）による研究以降盛んに研究がされ
ている。Jones et al. （2000）以降の「ロイヤルティモ
デル」では比較的共通の構造を持っており顧客維持意
向，再購買意図といったロイヤルティ変数に対して，
満足度，スイッチング・コストが影響を与える，とい
う構造を検証した研究である。その中で，アプローチ
を変えて変数間の関係を検証する研究，満足度，ス
イッチング・コストに次ぐ第3の変数を適用する研究
が多くみられる。また，満足度とスイッチング・コス
トの関係は研究によって異なり①直接効果を検証する
研究②媒介効果の検証③交互作用，調整効果の検証の
3者に大別する事ができる（酒井，2010）。ロイヤル
ティモデルの研究対象は継続的な契約関係を仮定する
サービスを中心に広く研究されており，美容室，理容
室（Jones et al. 2000; Patterson and Smith, 2004），携＊専修大学商学部准教授
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帯電話（Lee et al. 2001; Kim et al. 2003），固定電話
（Renaweera and Prabhu 2003; Burnham et al. 2003），
生命保険（Chen and Wang, 2009），オンラインサー
ビス（Yang and Peterson 2004; Tsai et al. 2006）など
が挙げられる。
2.2　ブランド・スイッチの要因とスイッチング・コ
スト
近年のロイヤルティ研究では「ブランド・スイッ
チ」にも着目した研究も増えており，満足度・スイッ
チング・コストが影響する被説明変数としてロイヤル
ティではなく，移動意図（switching intention）など
を採用した研究である。例えば，Bansal et al. （2005）
は，スイッチ意図に対する要因として不満要因と代替
案の魅力を設定し，スイッチング・コストを両者への
緩衝変数として影響していることを示している。さら
に Antón et al. （2007）はロイヤルティモデルに基づ
き，保険を対象として，ブランド・スイッチに影響が
ある要因についてモデルを構築して検証し，価格の変
更とアクシデントがスイッチの意図に対して大きな影
響を与えることと，スイッチング・コストと代替案に
対する知識がモデレーターとして影響を与えているこ
とを明らかにしている。また Yi-Fei （2011）は，携帯
電話キャリアを対象として，契約中のキャリアに戻る
か，動くかを被説明変数，満足度とスイッチング・コ
スト，代替案の魅力を説明変数として，ロジットモデ
ルで分析している。その結果，仮説通りに3つの変数
がスイッチの意図に影響を与える事が指摘されてい
る。Han et al. （2011）では，ホテルを対象として，
スイッチの意図に対する直接変数として満足などを，
さらにパスに与えるモデレーターとしてスイッチン
グ・コストなどを規定している。その結果，Jones et 
al. （2000）とは逆に，スイッチング・コストのモデ
レーターとしての効果は確認されなかった一方で，満
足との強い関係が示されている。これらの研究結果に
おいて，顧客維持の研究との違いは，満足度とスイッ
チング・コストが移動意図に対してマイナスにはたら
くことが実証されている点に加えて，満足度やスイッ
チング・コストの影響が，顧客維持に対してに比べ
て，やや弱い事が挙げられるであろう（Han et al . 
2011など）。しかしこれらの研究は顧客獲得やブラン
ド・スイッチを促す視点までは考慮されていない。消
費者の顧客獲得を意識した研究は比較的限られ，
Lewis （2006）による研究や筆者の一連の研究（八
島，2012；八島，2013など）などに限られる。
2.3　隣接分野におけるブランド・スイッチ研究
ブランドの移動（ブランド・スイッチ）に関する研
究についても盛んに研究されてきたが，マーケティン
グ分野においては POS などのデータを使った研究が
中心である。例えば，日本においては古くは小川
（1990）などで研究されており，歯磨きを対象とし
て，スイッチとロイヤルティの傾向をブランドごとに
分析している。その後も日本においても盛んに POS
データを使いブランド・スイッチ研究が行われてい
る。例えば鶴見（2005）は，インスタントコーヒーを
対象にプロモーション効果とバラエティ・シーキング
の関係を検討している。その中で，リピート購買され
るブランドでは利得よりも損失が購買の要因として大
きなインパクトを与えている一方で，スイッチ購買ブ
ランドでは，消費者は利得に敏感であり，損失には鈍
感であったとしている。ただし，これらの研究におい
ては主に低関与製品が対象製品となっていること，行
動予測が目的となっている。
隣接した研究としては，マーケティングでは顧客離
脱の研究も継続して行われている。顧客離脱の研究対
象は保険（Mogan , 1993など）や金融機関（Reddy 
and Czepiel, 1999; Athanassopoulos, 2000; Chiao et al. 
2008; 山本，2009など）との継続的な関係を結ぶカテ
ゴリーを対象とした研究が多いが「どうしたら離脱を
防ぐか」といった観点に立っている研究が多い。
2.4　0円に関する研究
本研究ではブランド・スイッチにおけるプロモー
ションを0円とした場合の効果に着目することにし
た。価格を「0円」「無料」「フリー」とすることは魅
力的であり，効果があるのが当たり前と捉えられてい
るのが一般的である。ところが意外に研究は少ない。
これは「無料」では金銭の取引が発生しないため無意
味だからであろう。Anderson（2009）は伝統的な経
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済学は「フリー」についてほとんど語ってこなかった
ことは「理論的にそれは金銭の領域に存在しなかった
からだ」と指摘している。しかし近年 Shampanier et. 
al （2007）や Ariely （2008）など行動経済学などで研
究されている。例えば Shampanier et. al （2007）は違
う金額の2つの商品のうち1つを選ばせる実験を実施し
た。まず1セントの商品と14セントの商品を提示した
結果，79％が14セントの商品を選んだ。一方で同じ選
択肢で0セントと13セントで提示した場合，71％が0セ
ントを選んだ。つまりわずか1セントの値下げであっ
ても0セントとなれば大きく魅力が高まるのである。
マーケティング研究においては守口（2011）は日本で
行われている無料型のプロモーションについて説明し
ている。さらに Lewis （2006）の研究では，通信販売
における顧客獲得とリピート購買の要因を実験的に検
討しており，その中で「コスト」の削減として配送料
を操作した検討がなされている。研究の結果，配送料
を下げる事は顧客獲得に大きな効果があることが示さ
れている。そして筆者のこれまでの研究（八島，2012
および2013）において，スイッチング・コストが0に
なることで大きなプロモーション効果があるという研
究結果であった。
3．本研究の着眼点と仮説
これまでの研究からブランド・スイッチ研究におい
て比較的スイッチング・コスト削減の効果が大きいこ
とが明らかになった。とりわけスイッチング・コスト
を0円とすることでプロモーション効果が大きいとい
う点が明らかになった。
一方でこれまでの研究は基本的に金銭的なプロモー
ションに絞った研究であった。そこで本研究では0円
の効果を検証するとともに，より多くのプロモーショ
ンが実施され複数の「0円」型プロモーションが生じ
た場合の効果について検証していく。
研究では以下の仮説を設定して進めていく。
3.1　プロモーションの効果
消費者にとってはプロモーションによってより高い
利益を得られることは望ましいはずである。また上田
（2004）は価格を下げるとブランド・スイッチが発生
することを指摘している。また八島の一連の研究でも
支持されている。そこで，本研究では下記のような仮
説を設定した。
仮説1： プロモーションの金額が大きいほどプロ
モーションの効果は大きい
3.2　0円の効果の検証
0円が特に効果が大きいことは前述の Shampanier 
et. al （2007）や Lewis （2006）などで示されている
が，どのようなプロセスで魅力的になるかは複数の説
明が成り立つ。ここでは関連する論理に合わせて対立
する仮説を設定した。
0円が魅力的であると第一に考えられるのはスイッ
チング・コストが0円に近づくほど魅力が逓増してい
るように消費者を近くするためである。また八島
（2012）では実質的に同じ利得のプロモーションで
あっても，スイッチング・コストが0円である場合に
消費者の評価が最も高くなる結果となっている。そこ
から，0が増えるとより魅力的である可能性があると
考え仮説2A を設定した。
仮説2A： 0円が複数の場合の方が，0円が1つの場合
よりも効果が大きい
一方で0円の効果について統合感情に基づいて意思
決定を行った結果とも解釈することができる。秋山
（2012）の説明では統合感情は全体的評価あるいは態
度に先行する要因として説明している。前述の Shan-
panier et al. （2007）についても無料に対して統合感情
が喚起されて選択に結びついたと考えられる。
それに基づくと，0円が1つで目立った方が魅力的で
あると説明することができる。一方で0円が2つ以上存
在していると目立たないため魅力が減少すると考えら
れる。そこから仮説2B を設定した。
仮説2B： 0円が1つの場合の方が，0円が複数の場合
よりも効果が大きい
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3.3　インセンティブにおけるプロモーション数の影
響
八島（2012および2013）の結果，インセンティブの
金額が増えても，インセンティブのプロモーション効
果は低減していく傾向となっている。そのため，同じ
金額でプロモーションが2種類ある場合，1種類よりも
魅力的であると考えられる。そこで仮説3を設定した。
仮説3： インセンティブ型プロモーションはプロ
モーションが1種類の場合よりも2種類の場
合の方がプロモーション効果が高い
3.4　スイッチング・コスト削減とインセンティブ増
加の比較
本研究ではスイッチング・コスト削減型プロモー
ションとインセンティブ増加型プロモーションを比較
する。「スイッチング・コスト削減型」プロモーショ
ンは，消費者にとってブランド移動する際に負担する
コストを削減するプロモーションである。一方で「イ
ンセンティブ増加型」は，移動することで消費者にベ
ネフィットが与えられるプロモーションであり，それ
が上乗せされた場合とする。
スイッチング・コスト削減とベネフィット増加はプ
ロモーションの価値が同じであれば合理的には同じ効
果が発生するはずである。しかし，プロスペクト理論
（Kahnemen and Tversky, 1979）に基づけば，コスト
削減の方がより効果が大きくなると考えられる。これ
は，プロスペクト理論における損失回避の傾向によ
り，同じ金額であれば，利得よりもより大きく反応す
るためであると説明することができる。また，「ス
イッチング・コスト」ではないが，Lewis（2006）の
研究では，通信販売における顧客獲得とリピート購買
の要因を実験的に検討しており，その中で「コスト」
の削減として配送料を操作した検討がなされている。
研究の結果，配送料を下げる事は顧客獲得に大きな効
果があることが示されている。そして筆者のこれまで
の研究（八島2012および2013）においても，コスト削
減型プロモーションは，インセンティブ増加型プロ
モーションよりも効果が大きいという仮説を構築し
た。
仮説4： スイッチング・コスト削減の方がインセン
ティブ増加よりもプロモーション効果が大
きい
4．研究の概要
本研究ではインターネットによるアンケート調査を
行いその結果を統計的に分析して仮説を検証すること
にした。本研究では質問紙によって仮想のプロモー
ション案を提示しそれを評価してもらう，という質問
紙実験の手法で実証を行った。本研究のデータの収集
は，2016年1月末～2月にマクロミル社のリサーチパネ
ルを使用して実施した。
4.1　回答者条件の概要
本研究では事前に回答者条件を絞り込むスクリーニ
ング調査を行った上で本調査を行った。スクリーニン
グ調査はプロモーションに対する評価に影響する個人
的な要因を最小限にすることを目的として行ってい
る3）。本研究では携帯電話会社大手3社を主に使用し
ており，日本で最もシェアが大きいスマートフォンで
ある A 社のスマートフォンを所有している20代～60
代の男女とした4）。ただし携帯電話会社のブランド名
が異なる沖縄は除外した。また回答者が現在使用する
携帯電話会社のブランドについても把握し3社ブラン
ドのユーザーが含まれているように設定した。調査の
回答者数は624名（有効回答533名）であった。
4.2　実験の方法と組み合わせ
本調査ではシナリオ法によって調査を行った。シナ
リオ法は架空のシナリオを回答者に読んでもらい回答
してもらう形式である。調査では回答者は A 社の新
商品のスマートフォンの購入とともに，現在契約中と
は異なる大手携帯電話会社ブランドへの乗り換えをプ
ロモーションとともに提案され，それを9点尺度で評
価する。シナリオの一例は図表1に示している。シナ
リオにおいてプロモーションに対しての評価は2段階
の質問を設定している。手順1では魅力がやや低いプ
ロモーションを提示した。このプロモーションを「初
期値」とする。手順2では初期値からプロモーション
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変数を変化させ初期値より魅力的なプロモーションを
提示した（図表2）。研究の分析対象は基本的に手順2
のプロモーションを使用している。
本研究ではプロモーションとしてインセンティブ増
加型とスイッチング・コスト削減型を設定し，さらに
それぞれに2種類を設定し合計4種類のプロモーション
を採用した（図表3）。インセンティブ増加型としては
「キャッシュバック」と「付属品クーポン」を，ス
イッチング・コストとしては「手数料」と「機種代
金」を設定した。尚，「付属品クーポン」も金銭的な
プロモーションとなるように「○○円相当」と金額を
明記している。プロモーションの金額については近年
の市場状況および過去の筆者の研究（八島，2012；
2013など）を参考に設定した5）。具体的なプロモー
ションの内容については図表4および図表5を参照され
たい6）。
回答者が回答するプロモーションは，回答者に対し
てインセンティブおよびスイッチング・コスト双方が
表示され，プロモーションは見かけ上2種類または4種
類が提示されることになるが，実験の「手順2」で操
作されるプロモーションは「インセンティブ」「ス
イッチング・コスト」のどちらか一方のみとしてい
る。プロモーションが1種類の単一型の場合はプロ
モーション1を提示し，プロモーションが2種類の場合
はプロモーション1と2を提示することとした。
5．研究結果
研究の結果は図表6の通りとなった。
前述の通り有効回答は533名であった7）。初期値に
対する評価はプロモーションが1種類の場合の方が2種
類の場合よりも t 検定で1％水準で有意に高かった。
各グループで初期値とプロモーション評価（P 評
価）を比較するとすべてプロモーション評価の方が上
図表1：実験の質問例（一部省略）
〈質問文〉
あなたが販売店にいくと，携帯電話会社のキャンペーンに
加えて，上記のような販売店独自のキャンペーンを実施し
ていました。
あなたにとってより契約したくなるかどうか，評価してく
ださい
　 機種代金　実質0円（分割支払い－毎月割）
　 月額料金　据え置き
　 電話番号　継続（ポータビリティーを利用）
　キャッシュバック：80,000円（販売店から40,000円増量！）
　　 手数料等の負担　：40,000円
図表2：実験の基本的手順
手順1： 魅力が乏しい同じプロモーション内容を提示（初期
値）
手順2： 初期値プランよりも魅力的なプロモーションを提示
（プロモーション）
　　 　→グループごとに変化するプロモーションが異なる。
図表3：本研究のプロモーション
プロモーション1 プロモーション2
インセンティブ キャッシュバック 付属品クーポン
スイッチング・コスト 手数料 機種代金
図表5：複数型の実験組み合わせ
初期値 グループ3 グループ4
キャッシュ
バック
20,000
40,000
（＋20,000）
20,000
付属品
（○円分）
20,000
40,000
（＋20,000）
20,000
手数料 20,000 20,000
0
（－20,000）
機種代金 20,000 20,000
0
（－20,000）
備考 全員に提示
インセンティブ
2種類
コスト削減
2種類
図表4：単一型の実験組み合わせ
初期値 グループ1 グループ2
キャッシュ
バック
40,000
80,000
（＋40,000）
40,000
付属品
（○円分）
N/A N/A N/A
手数料 40,000 40,000
0
（－40,000）
機種代金 N/A N/A N/A
備考 全員に提示
インセンティブ
1種類
コスト削減
1種類
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回っており，t 検定でいずれも1％水準で有意であっ
た。そのため，仮説1は支持されたと考えられる。
仮説2を検証するためにはグループ2とグループ4の
プロモーションに対する評価を t 検定で比較した。そ
の結果，0円のスイッチング・コスト削減プロモー
ションにおいて，プロモーション評価は1種類の方
が，プロモーション効果は2種類の方が高い結果と
なった。この結果は解釈がやや難しい結果であるが，
初期値が今回は1種類と2種類で異なる事からプロモー
ション評価を比較することが妥当であると考えられ
る8）。そのため，本研究では仮説2A は支持されず仮説
2B は部分的に支持されたと考えられる。
仮説3を検証するためにグループ1とグループ3のプ
ロモーションに対する評価を比較した。t 検定で分析
した結果，プロモーション評価は1種類の方が高く1％
水準で有意であった。一方でプロモーション効果は有
意な差はなかったが2種類の方が高い傾向にあっ
た9）。ここでも矛盾する結果であったが，インセン
ティブが少ないプロモーションの方が評価が高い傾向
にあったので，仮説3は支持されなかったと考えられ
る。
仮説4はグループ1と2（1種類），グループ3と4（2種
類）をそれぞれ t 検定で分析した。その結果，プロ
モーション1種類については有意な差がみられなかっ
た。一方で2種類の場合はプロモーション評価，プロ
モーション効果ともにグループ4（スイッチング・コ
スト削減）の値が大きく，いずれも5％水準で有意で
あった。そのため，仮説4は部分的に支持されたと考
えられる。仮説検証の結果は図表7にまとめた。
6．考察
本研究の分析結果は仮説に対して支持的な結果が多
かった一方で完全に実証できない結果も目立った。
本研究において最も重要な結果は仮説2において仮
説2b が部分的ではあるが支持されたことである。こ
の結果からスイッチング・コストにおいて「0円」は
複数設定するよりも1種類に絞った方が評価が高いと
考えられる。
ただし前述の通り本研究の仮説は部分的な支持が多
くなっている。これはプロモーション評価とプロモー
ション効果の間で矛盾した分析結果が生じたためであ
る。このような矛盾した結果が生じた要因はいくつか
考えられる。第一に初期値の魅力が十分に均等で無
かったことが考えられる。初期値はプロモーションが
1種類の方が2種類よりも有意に魅力が高かったが，こ
の結果は様々な解釈が可能である。プロモーションの
数が少ない方が魅力的であると消費者が知覚している
可能性が考えられる一方で，複数プロモーションの場
合にプロモーション1とプロモーション2の魅力が均等
で無かった可能性も考えられる。同様の課題は仮説3
においても見受けられた。仮説4でもプロモーション
評価とプロモーション効果の逆転現象が見られた。し
かし比較的矛盾が小さく，プロモーションに対する評
価は1種類・2種類いずれもインセンティブよりも評価
図表6：実験結果概要
グループ1 グループ2 グループ3 グループ4
備考
インセンティブ
1種類
コスト削減
1種類
インセンティブ
2種類
コスト削減
2種類
初期値 6.45 6.82 5.51 5.63
P 評価 6.97 7.28 6.30 6.86
P 効果 0.52 0.46 0.79 1.23
度数 143 128 128 134
図表7：仮説検証の結果まとめ
仮説1 支持
仮説2A 不支持
仮説2B 部分的支持
仮説3 不支持
仮説4 部分的支持
93「0円」のスイッチング・コストがブランド・スイッチに与える影響
が高い結果であった。そのため，0円にスイッチン
グ・コストを削減することは大きなプロモーション効
果はあると説明できるであろう10）。
ただし本研究に矛盾する結果および検証が不十分な
部分が生じてしまった。このような結果となった原因
の1つは実験組み合わせが不十分であったためと考え
られる。例えば仮説2のさらなる検証のためにはイン
センティブを1種類または2種類に揃えて再度実験する
必要があるだろう。
しかし本研究の結果，0円に一定の効果があること
は示すことができた。そのため，研究の課題を修正し
た上で再度の検証を行いたい。
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注
1）ロイヤルティ研究は本研究の研究内容と関連性は比較的薄
いが，スイッチング・コスト研究としては背景として関連が
深いため説明する。
2）詳細のレビューは八島（2009）なども参照されたい。
3）例えば使用端末が異なれば携帯電話の使用方法や利用料金
が大きく異なるため，プロモーションの効果に影響を与える
ことが想定される。
4）A 社のユーザーであれば契約状況・利用状況に共通点が多
い点に加えて，携帯電話の機種を変更する際に再び A 社の
端末を購入する可能性が高く統制しやすいためと考えて設定
した。
5）ただし，スイッチング・コストはマイナスにはできないた
め，全体的にやや高く設定している。
6）本研究ではプロモーションが単一の場合と複数の場合で初
期値が異なる点に注意されたい。
7）比較的有効回答が少ないのは不正回答を削除したことや，
スクリーニングと本調査の間で回答者の条件に関する回答が
変化した回答者がいたためである。
8）八島（2012）では，プロモーションの内容が同じで初期値が
異なる場合，プロモーションの評価に有意な差がないことが
示されており，ここでは消費者は初期値とプロモーションの
差というよりプロモーションそのものを評価している可能性
が高いと考えられる。
9）この差の有意確率は0.107であった。
10）この結果は八島（2012および2013）と矛盾しない結果でも
あった。
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